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原原 著著保育園幼児における 7ヵ月間の
ボール投げ運動が投距離に及ぼす影響
Influence of a ball throwing exercise for seven months on overhand ball
throwing distance in nursery school children
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〔要旨〕 子どもの体力，特に投能力は依然として低く，その改善が必要である．そこで本研究の目的は
7ヵ月間のボール投げ運動（投運動）が幼児の投距離に及ぼす効果を検討することである．
対象は保育園の年中および年長クラスの 4～6歳の幼児である．投運動に参加した幼児は 51人であっ
た（運動群：年中男児 13人，女児 14人 年長男児 15人，女児 9人）．
投運動は保育園で週に 3～4日の頻度で行い，1日あたりの投運動の時間は約 20～30分間であった．投
運動は 7ヵ月間行い運動開始前（7月）と運動終了後（翌年 2月）に投距離を測定した．さらに投運動を
開始する前年度に同保育園の年中および年長クラスの幼児 49人（対照群：年中男児 15人，女児 8人 年
長男児 12人，女児 14人）を対象として運動群と同時期に投距離を測定した．
1．運動群では男女とも運動終了後の投距離は運動開始前に比べていずれも有意に大きかったが，対照
群では年長男児および年中女児で投距離の有意な増加は認められなかった．
2．運動群はすべてのクラスにおいて対照群よりも，投距離の増加率がいずれも大きかった．
したがって，保育園で積極的に投運動を取り入れることは幼児の投能力向上にとって有意義であるこ
とが示された．

1．はじめに

子どもの体力は 1985年頃にピークを迎えた後，
年々低下し続けてきたが，2000年頃から回復の兆
しが見え始めてきた１，２）．しかし，幼児および児童
の投能力は依然として低い状態が続いている１～3）．
幼児期は神経系の機能が急激に発達するため，
投動作をはじめとした基本的動作（移動系，操作
系，平衡系）を獲得する上で至適な時期である３～5）．
特に投動作は，「歩く，走る，跳ぶ」といった系統
発生的な動作（進化の過程で獲得されてきた運動
形態）とは異なり，練習を繰り返すことによって
はじめて習得される個体発生的な動作であるた
め，幼児期から学童期に投動作の練習が不足すれ
ば，生涯にわたって投動作の習得に悪影響が生じ

ると指摘されている６）．
基本的動作の中でも，操作系スキル（捕る，投

げる，蹴る）に優れた児童は活動的な青年になる
ことが示唆されている７）．加えて幼児期から学童期
に投動作などの基本的動作を獲得した者は運動技
術に対する自己評価が高まり，レクリェーション
活動に参加しやすく，生涯にわたって運動に取り
組む機会を増やすことができると報告されてい
る８）．しかし現在，子ども達の遊び場は限られてお
り，特に都心では公園でのボール遊びも禁止され
ていることが多く，子ども達がボール遊びを自由
にできる場所は制限されている．
これまで幼児の投能力に関する研究は数多く行

われてきた６～12）．深代ら９）は幼児（5，6歳）を対象
に 6ヵ月間の投球練習を行わせ，体重移動，ボー
ルの投射角，腰の回転などの観点からトレーニン
グ効果を検討している．しかし深代ら９）が実践した＊ 日本体育大学
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図 1　研究のフローチャート
まず，投運動開始の前年度に同保育園の年中および年長クラスの幼児49人を対象に投距離を7月に測定し，その7ヵ
月後の翌年 2月に再度測定した．なお，投運動開始前年度の体力測定に参加した幼児 49人を対照群とした．
次に，翌年，新年中児および新年長児の51人を対象に投運動による介入を同年7月より開始し，翌年2月までの7ヵ
月間実施した．体力測定は 7月（介入前）および 7ヵ月後の翌年 2月（介入後）に行った．なお，投運動開始年度の
体力測定および投運動に参加した幼児 51人を運動群とした．

通常の保育園
での生活
＋
投運動

1）頻度：3～ 4回 /週
2）時間：約 20～ 30分 /日

【対照群】

投運動開始の前年度
（7月）

通常の保育園での生活
のみであり，特別に投
運動は実施していない

対照群の体力測定 1
A．対象者 49人
1）年中男児（n＝15）
2）年中女児（n＝8）
3）年長男児（n＝12）
4）年長女児（n＝14）

B．測定項目
1）身長
2）体重
3）投距離

投運動開始の前年度
（翌年 2月）7ヵ月後

5ヵ月後
対照群の体力測定 2
対象者は同一
とし，翌年 2
月に同一項目
を測定した

【運動群】

投運動開始年度
（7月，介入前）

運動群の体力測定 1
A．対象者 51人
1）新年中男児（n＝13）
2）新年中女児（n＝14）
3）新年長男児（n＝15）
4）新年長女児（n＝9）

B．測定項目
1）身長
2）体重
3）投距離

投運動開始年度
（翌年 2月，介入後）

7ヵ月後

運動群の体力測定 2
対象者は同一
とし，翌年 2
月に同一項目
で測定した

対照群：投運動開始の前年度に体力測定（7月，
翌年 2月）に参加した幼児 49人．

運動群：投運動開始年度の体力測定（7月，翌年
2月）および投運動に参加した幼児 51人．

介
入
有
り

介
入
無
し

※運動群の新年長児の中には投運動開始前年度の体
力測定に年中児として参加した者は，男児では15人
中 14人であり，女児では9人中 8人であった．

ような研究結果を踏まえ，ボール投げ運動の指導
を保育園や幼稚園の指導現場で実践する場合に
は，運動の専門家の指導が必要となり，現実的に
保育士だけで実施することは難しい．今後，ボー
ル投げ運動をより多くの保育園や幼稚園に導入し
実践するためには，保育園や幼稚園で保育士が安
全かつ簡便に実践できる指導内容が必要である．
しかしながら，保育士が実践可能な観点で，幼児
のボール投げ運動の効果を検討した研究はほとん
どない１２）．
そこで本研究では，保育園で安全かつ簡便に実
践できるボール投げ運動（以下，投運動とする）が
幼児の投距離に及ぼす効果を検討し，幼児の投能
力向上につなげることを目的とした．

2．対象および方法

A．対象
対象は Y市保育園の年中および年長クラスに

在籍する 4～6歳の幼児である．本研究では幼児の
投運動の効果を検討したが，まず投運動開始の前
年度に同保育園の年中および年長クラスの幼児
49人を対象に投距離を 7月に測定し，その 7ヵ月

後の翌年 2月に再度測定した（図 1）．投運動開始
前年度の体力測定（7月，翌年 2月）に参加した幼
児 49人を対照群とした（年中男児 15人，女児 8
人 年長男児 12人，女児 14人）．次に，翌年，新
年中児（男児：13人，女児：14人）および新年長
児（男児：15人，女児：9人）を対象に投運動に
よる介入を開始し，同年 7月（介入前）および 7ヵ
月後の翌年 2月（介入後）に投距離を測定した（図
1）．投運動に参加した幼児 51人を運動群とした．
なお，運動群の新年長児の中には投運動開始の前
年度に年中児として体力測定に参加した幼児は男
児で 15人中 14人，女児で 9人中 8人であった．
運動群および対照群の 7月における身体的特徴

は表 1に示した．なお，対象とした保育園は特に
運動に特化した園ではないが，年中男児 32.1％，年
中女児 22.7％，年長男児 59.3％，年長女児 39.1％
の幼児が園外で定期的に運動の習い事を行ってい
た．なお習い事の種目は水泳が最も多く，次いで
体操であった．しかし，野球などの投動作を含む
習い事を行っていた幼児はみられなかった．
本研究は日本体育大学倫理委員会の規定に従

い，対象者および保護者に測定内容を十分に説明
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図 2　ボール投げ運動の様子
ボール投げ運動（投運動）は運動群を対象として保育時間中に屋外で実施
した．投運動の頻度は週に3～ 4日とし，1日あたりの投運動の時間は約
20～ 30分間であった．なお，雨天時は教室内で「マトに向かってボール
を投げる遊び」を行った．

ドッジボールマトあて

表 1　運動群および対照群における被験者の身体的特徴

運動群
男児

年齢
（歳）

身長
（cm）

体重
（kg） 女児 年齢

（歳）
身長
（cm）

体重
（kg）

年中（n＝13） 4.6±0.3 104.6±3.7 17.1±2.1 年中（n＝14） 4.7±0.3 105.3±4.8 16.9±1.5
|
＊
|

|
＊
|

|
N.S.
|

|
＊
|

|
＊
|

|
＊
|

年長（n＝15） 5.7±0.3 112.0±5.0 19.3±3.4 年長（n＝9） 5.7±0.3 112.3±6.3 18.6±1.6

対照群
男児

年齢
（歳）

身長
（cm）

体重
（kg） 女児 年齢

（歳）
身長
（cm）

体重
（kg）

年中（n＝15） 4.6±0.2 104.7±4.6 17.1±2.5 年中（n＝8） 4.7±0.3 104.7±6.2 16.7±1.3
|
＊
|

|
＊
|

|
＊
|

|
＊
|

|
＊
|

|
N.S.
|

年長（n＝12） 5.8±0.3 115.1±4.2 20.1±2.3 年長（n＝14） 5.7±0.2 111.2±5.0 18.3±2.9

＊：p＜0.05，N.S.：not significant

し承諾を得た．
B．測定項目
測定項目は身長，体重，ソフトボール投げ（ボー

ル投げ）である．測定は「幼児のからだを測る・
知る」１３）に記載されている測定方法に準じて行い，
ボール投げの測定では 1号球を使用した．
C．投運動の内容
投運動は運動群を対象とし，保育園で週に 3～4
日の頻度で行い，1日あたり約 20～30分間の投運
動を 7ヵ月間実施した．投運動の内容は「マトに
向かってボールを投げる遊び」やドッジボール（図

2）とし，保育時間中に屋外で実施した．なお雨天
時は教室内で「マトに向かってボールを投げる遊
び」を行った．ボールを投げる際には上手投げと
し，適宜，保育士が投げ方の見本を示すなど，保
育士の指導可能な範囲で幼児にボール投げの指導
を実施した．さらに，幼児が投運動への関心を高
め，楽しく投運動に参加できるように，投運動の
合間に，運動群全員でボールをバトン代わりにし
たリレーや障害物競走の実施，加えてペットボト
ルをボーリングのピンのように並べ，「ボールでピ
ンを倒す遊び」を行った．
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表 2　7 月と翌年 2月における身長の比較

男児
年中

男児
年長

7月（cm） 翌年2月（cm） 7月（cm） 翌年2月（cm）

運動群（n＝13） 104.6±3.7 ―＊― 108.3±4.0 運動群（n＝15） 112.0±5.0 ―＊― 116.0±5.2
|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

対照群（n＝15） 104.7±4.6 ―＊― 108.6±5.0 対照群（n＝12） 115.1±4.2 ―＊― 118.6±4.6
交互作用：N.S. 交互作用：N.S.

女児
年中

女児
年長

7月（cm） 翌年2月（cm） 7月（cm） 翌年2月（cm）

運動群（n＝14） 105.3±4.8 ―＊― 109.1±4.7 運動群（n＝9） 112.3±6.3 ―＊― 116.3±6.9
|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

対照群（n＝8） 104.7±6.2 ―＊― 108.8±6.6 対照群（n＝14） 111.2±5.0 ―＊― 114.2±5.0
交互作用：N.S. 交互作用：＊

※運動群は 7月（介入前）から翌年 2月（介入後）までの 7ヵ月間，投運動による介入を行った．
＊：p＜0.05，N.S.：not significant

表 3　7 月と翌年 2月における体重の比較

男児
年中

男児
年長

7月（kg） 翌年2月（kg） 7 月（kg） 翌年2月（kg）

運動群（n＝13） 17.1±2.1 ―＊― 18.2±2.5 運動群（n＝15） 19.3±3.4 ―＊― 21.1±4.1
|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

対照群（n＝15） 17.1±2.5 ―＊― 18.2±3.1 対照群（n＝12） 20.1±2.3 ―＊― 21.8±3.0
交互作用：N.S. 交互作用：N.S.

女児
年中

女児
年長

7月（kg） 翌年2月（kg） 7 月（kg） 翌年2月（kg）

運動群（n＝14） 16.9±1.5 ―＊― 17.6±1.6 運動群（n＝9） 18.6±1.6 ―＊― 20.3±1.6
|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

|
N.S.
|

対照群（n＝8） 16.7±1.3 ―＊― 18.1±1.4 対照群（n＝14） 18.3±2.9 ―＊― 19.4±3.0
交互作用：＊ 交互作用：＊

※運動群は 7月（介入前）から翌年 2月（介入後）までの 7ヵ月間，投運動による介入を行った．
＊：p＜0.05，N.S.：not significant

D．統計処理
すべての測定データは平均値±標準偏差で示し
た．表 1における平均値間の統計的有意差検定に
は対応のない t-testを用いた．表 2～表 4では二
元配置分散分析を用いて，群×時間の交互作用の
有無を検定した．有意な交互作用が認められた項
目に関しては単純主効果検定を行い，交互作用が
認められなかった項目については主効果検定を実
施した．なお，有意性はいずれも 5％水準以下で
判定した．

3．結果

表 2は 7月と翌年 2月で身長を比較したもの
である．年中男児，年中女児，年長男児では有意
な交互作用は認められなかったが，時間において
有意な主効果が認められた．年長女児では有意な
交互作用が認められ，単純主効果検定の結果，時
間において有意な主効果が認められた．
表 3は 7月と翌年 2月で体重を比べたもので

ある．年中男児および年長男児では有意な交互作
用は認められなかったが，時間において有意な主
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表 4　7 月と翌年 2月における投距離の比較

男児
投距離

女児
投距離

7月
（m）

翌年 2月
（m）

7月
（m）

翌年 2月
（m）

【年中】 【年中】
運動群（n＝13） 4.1±1.2 ―＊― 6.3±1.6 運動群（n＝14） 2.9±1.0 ―＊― 4.4±0.8

|
＊
|

増加率
53.7%

|
＊
|

|
N.S.
|

増加率
51.7%

|
N.S.
|

対照群（n＝15） 3.8±1.5 ―＊― 4.5±1.9 対照群（n＝8） 3.4±0.8 ―N.S.― 3.7±1.0
増加率
18.4%

増加率
8.8%

交互作用：＊ 交互作用：＊
【年長】 【年長】
運動群（n＝15） 5.7±2.6 ―＊― 8.3±3.3 運動群（n＝9） 3.8±0.9 ―＊― 5.8±1.3

|
N.S.
|

増加率
45.6%

|
＊
|

|
N.S.
|

増加率
52.6%

|
＊
|

対照群（n＝12） 5.1±2.4 ―N.S.― 5.8±2.1 対照群（n＝14） 3.4±0.9 ―＊― 4.3±1.3
増加率
13.7%

増加率
26.5%

交互作用：＊ 交互作用：＊

※運動群は 7月（介入前）から翌年 2月（介入後）までの 7ヵ月間，投運動による介入を行った．
＊：p＜0.05，N.S.：not significant

効果が認められた．年中女児および年長女児では
有意な交互作用が認められ，単純主効果検定の結
果，時間において有意な主効果が認められた．
表 4は 7月と翌年 2月で投距離を比較したも
のである．年中男女児および年長男女児において，
有意な交互作用が認められた．単純主効果検定の
結果，運動群では時間において有意な主効果がい
ずれも認められたが，対照群をみると，年中女児
および年長男児では時間において有意な主効果は
認められなかった．次に群間をみると，7月では有
意な主効果はいずれも認められなかったが，翌年
2月（7ヵ月後）では年中女児を除く，すべてにお
いて有意な主効果が認められた．

4．考察

宮丸５）によれば，乳幼児にとって「物を放出する」
ことは「掴む」ことよりはるかに難しく，物を掴
む動作のコントロールが相当な水準に達した後に
初めて「物を放出する」ことが可能になると述べ
ている．津守１４）は乳幼児の操作の発達について「ま
りを投げると，投げ返す」という課題ができるの
は，9ヵ月児では 12.8％，11ヵ月児では 52.7％，
12ヵ月児では 72.7％，15ヵ月児では 100％可能で
あったことを報告している．宮丸５）は 2歳前後から
投動作が急速に洗練化し 6歳を過ぎると，ある程

度の投能力を伴って協応の見られる動作様式に達
することを指摘している．しかし現状をみると，
基本的動作が身についていない幼児が多く１５），幼
児の投能力（2017年）は 1986年の幼児と比べると
著しく低い値を示している３）．
中村ら１５）は 2007年の幼児の基本的動作（移動

系，操作系，平衡系）の習得状況を調査している
が，2007年の幼児は 1985年よりも低い発達段階
に留まっており，2007年の年長児の基本的動作の
習得状況は 1985年の年少児と同程度であったこ
とを報告している．これらより現在の幼児では，
基本的動作，特に投動作が不十分であることが分
かる．
しかし小学校の学習指導要領をみると，ボール

ゲームが 1年生から含まれており１６），投動作の習
得は体育やスポーツを楽しむために不可欠な基本
的動作の一つとなっている．投能力が低い児童で
は，活動内容が制限されてしまい，十分にボール
投げ運動を楽しめないことが懸念される．
そこで本研究では，神経系が急激に発達し基本

的動作を獲得する上で重要な幼児期に着目し，幼
児の投運動の効果を検討した．
まず，7月と翌年 2月で運動群と対照群の身長
と体重をそれぞれ比較したが，両者の間にいずれ
も有意差は認められなかった．したがって，7月と
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翌年 2月における運動群と対照群の体格は同程度
であり，体格の発育に違いは認められなかった．
次に，保育園で年中および年長クラスの幼児を対
象に 1日あたり約 20～30分間の投運動を週に
3～4日の頻度で 7ヵ月間実施した．その結果，運
動群では介入後の投距離が介入前よりもいずれも
有意に増加し，運動群の投距離の増加率は男女と
も対照群に比べて大きかった．歩く，走るなどの
動作は生来獲得されている「系統発生的投動作」に
分類されるが，投げる動作は後天的に獲得される
「個体発生的動作」に分類される６）．さらに投げる
動作は歩く・走る動作に比較して日常的に経験す
ることが少なく，かつ教示を受ける機会も極端に
少ない．本研究における投球動作指導は日常生活
上においても非常に稀有な経験であるため，指導
による効果が大きく反映されたものと考えられ
た．
加えて介入前後で運動群の投球動作をみると，

「上肢や下半身を上手に使うことができるように
なった幼児が多くなり，介入前は手投げであった
幼児やボールを前下方（地面）に向かって投げて
いた幼児も，介入後では下半身を上手に使って投
げることやボールを斜め上方に向かって投げるこ
とができるようになっていた．保育士が幼児を指
導する際に「大きく腕を振って」や「お空に向かっ
てボールを投げて」などの指導効果が幼児の投球
動作の改善に影響を及ぼしたものと思われた．
運動群の新年長児には投運動開始の前年度に年
中児として体力測定に参加した男女児が含まれて
いたため，投運動開始前年度の 2月から投運動開
始年度の 7月までの 5ヵ月間（無介入期間）の年
中男児および年中女児の投距離の変化をみると，
男児の方が女児よりも投距離の増加率が大きかっ
た（男児：26.6％，女児：2.7％）．本研究で対象と
した幼児の中には，園外で野球などの投動作を含
む習い事を行っていた幼児は男女とも全くみられ
なかったため，習い事ではなく園外での遊びの内
容が男児の投距離に影響を及ぼした可能性が考え
られた．しかし，本研究では園外での幼児の遊び
の内容に関する調査は実施していないため，この
点に関しては今後の研究課題としたい．さらに
5ヵ月間（無介入期間）の年中男児の投距離の伸び
率は 26.6％であったが，介入前後では 45.6％であ
り，介入による増加率の方が大きく，投運動の介
入は投能力の向上に効果的であると考えられた．

本研究の運動群男児（年中：5.2±0.3歳）の投距
離をみると，介入後の投距離は 6.3±1.6mであっ
たが，1986年１７）の 5.0歳男児の投距離は 5.9±2.3
m，5.5歳男児では 7.0±2.6mであり，運動群男児
の投距離の平均値は 1986年の幼児に近づく傾向
を示した．さらに女児をみると，運動群女児（年
中：5.3±0.3歳）の介入後の投距離は 4.4±0.8m
であったが，1986年１７）の 5.0歳女児の投距離は 4.0
±1.4m，5.5歳女児では 4.6±1.5mであり運動群女
児の投距離の平均値は 1986年の幼児と同程度で
あった．本研究の年長をみても同様の傾向がみら
れた．
これらより，保育園における短時間の投運動の

練習であっても運動の機会を幼児に提供できれ
ば，1986年当初の幼児の投距離まで回復できる可
能性が示唆された．
春日ら１２）は幼稚園の年中および年長クラスの幼

児を対象に 1ヵ月間の投動作教室を行い，幼児の
投距離に及ぼす効果を検討しているが，投動作教
室に参加した幼児は参加しなかった幼児に比べ
て，トレーニング後に投距離が有意に向上してお
り，本研究と一致する結果であった．さらに本研
究では，幼児が楽しく投運動に取り組むことがで
きるように運動群全員でボールをバトン代わりに
したリレーや障害物競走を月に 1回程度行い，幼
児の投運動への関心を高める工夫をした．その結
果，運動群全員が楽しんで投運動を行っている様
子がしばしばみられた．
幼児の運動能力は単に高めれば良いというもの

ではなく，その発達特性を配慮した上で遊びを豊
かにすることが重要であり，運動遊び経験は運動
や身体の発達だけに留まらず，子どもの心の成長
にも大きく影響し積極的な自己概念を形成するた
めの重要な機会であることが指摘されている２）．さ
らに日本臨床スポーツ医学会の提言１８）をみても，
運動嫌いな子ども達を作らないために，身体を動
かすことが「楽しい」あるいは「楽しかった」と
感じられる「子ども目線」の体育指導が必要であ
ることが示されている．
このことより保育園や幼稚園で投運動を実践す

る場合には，運動内容が遊び的要素を十分に含ん
でいることが重要であり，幼児が運動に大きな関
心を持って積極的に取り組める内容が必要である
と考えられた．
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5．まとめ

本研究では，4～6歳の保育園幼児を対象に 7ヵ
月間のボール投げ運動が投距離に及ぼす影響を検
討した．その結果，介入後の運動群の投距離は介
入前よりもいずれも有意に大きく，運動群の増加
率は対照群よりもすべてのクラスにおいて大き
かった．
以上より，保育士が指導可能な範囲で 1日あた
り短時間の投運動を 7ヵ月間行うことにより，幼
児の投能力は向上することが分かった．したがっ
て，保育園や幼稚園で積極的に投運動を取り入れ
ることは幼児の投能力向上にとって有意義である
ことが示された．
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Influence of a ball throwing exercise for seven months on overhand ball
throwing distance in nursery school children

Tsuyama, K.＊, Nakajima, H.＊

＊ Nippon Sport Science University

Key words: Preschool children, throwing ability, ball throwing exercise

〔Abstract〕 This study examined the influence of a ball throwing exercise for seven months on the overhand ball
throwing distance in nursery school children.
The subjects were 4- to 6-year-old children in the middle age class (MAC) or the highest age class (HAC) of nurs-
ery school. Fifty-one children (MAC: 13 boys, 14 girls; HAC: 15 boys, 9 girls) participated in the ball throwing exer-
cise (training group (TR)). The ball throwing exercise was practiced three to four times/week for seven months.
The distance of overhand ball throwing was measured before and after the ball throwing exercise. In addition, the
distance of overhand ball throwing in the control group (CONT) had been measured the previous July and Feb.
The results were as follows:
1. In the TR, the distance of overhand ball throwing after the ball throwing exercise were significantly longer in

all classes. However, there were no significant differences among HAC boys or MAC girls in CONT.
2. The increasing rates in overhand ball throwing in all classes in TR were higher than those in CONT.
We concluded that the active practice of a ball throwing exercise at school is effective to improve the overhand
ball throwing ability of preschool children.


